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１．用語の定義に関すること（条例第２条） 

Ｑ１ 同一敷地で２棟以上の増築を計画する場合で，条例の対象かどうかの考え方は？ 

Ａ１ 増築建物が複数棟ある場合で，各棟の延べ床面積を合計して，その合計の値が 1,000

㎡を超える場合は，条例の大規模建築物になります。（条例第２条第２項第５号） 

   例として，平屋建てで延床面積 400㎡の福利厚生棟と 2階建てで延床面積 700 ㎡の

事務所棟を計画している場合，合計が 1,100㎡なので，条例の対象となります。 

 

Ｑ２ 条例で別表第一の「高さ」とは，どのような算定方法によるものですか？ 

Ａ２ 高度地区（建築基準法第５８条，京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）

高度地区）に規定する高さの算定方法によります。（京都市建築法令実務ハンドブック

質疑応答編 P115参照） 

なお，建築基準法第５６条や第５６条の２などその他の高さに関する規定の適用に

ついては，それぞれの定めによります。 

 

 

２．標識の設置に関すること（条例第１１条） 

Ｑ１ 計画敷地が２以上の道路に面している場合，標識は２つ以上必要ですか？ 

Ａ１ ２以上の道路に接するときは，それぞれの道路に接する部分に標識を設置すること

が原則となりますが，敷地が狭小であること等により，それぞれの部分に設置しなく

ても十分に計画の周知が図られ，目的が達せられると判断できるような場合は，設置

数を減じる取扱いができますので，一度，窓口にて御相談ください。 

 

Ｑ２ 標識は，道路境界線上に設置しなければなりませんか？ 

Ａ２ 前面道路の掘削工事など特段の事情により，道路境界線上への設置が困難な場合は，

道路境界線にできる限り近い位置に設置してください。 

   その場合，標識の文字や大きさに十分配慮してください。また，標識の設置位置，

材質及び形状については，歩行者等への安全性を十分に確保してください。 

 

Ｑ３ 届出書に添付する標識の写真及び周辺の状況を示す写真は，どの程度必要です

か？ 

Ａ３ 複数の前面道路があり，標識がそれぞれにある場合も含めて，それぞれの道路にお

ける遠景写真と標識の内容が判読しやすい近景写真が必要です。 

   周辺の状況を示す写真については，計画敷地の形状，前面道路及び計画敷地周辺の

建築物の状況が分かるように撮影してください。 

 

Ｑ４ 敷地内の解体工事等を行う場合，標識を一時的に撤去することは可能ですか？ 

Ａ４ その場合は，敷地内で道路に接する別の場所に移設していただく必要があります。 

   設置期間内に標識を撤去又は一時的に見えなくした場合は，設置していないものと

みなされ，標識設置日が変更となる場合があります。 
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Ｑ５ 京都市土地利用の調整に係るまちづくりに関する条例（以下「まちづくり条例」

といいます。）の標識と，中高層条例の標識を同時に設置してもいいですか？ 

Ａ５ 標識を２つ並列に設置することについては支障ありませんが，中高層条例の標識に

記載される設置日については，まちづくり条例の手続が終了した日付以降になります。 

まちづくり条例については，都市計画課で御相談ください。 
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３．近隣関係住民への周知に関すること（条例第１２条） 

Ｑ１ 近隣住民への説明範囲の中に，道路，水路や河川などがある場合，どこまでが説

明対象範囲になりますか？ 

Ａ１ 道路※（国，府，市道），河川（一級，二級，国有水路），線路敷等については，説明

対象から除外できますが，非道路（通路）については，説明対象となります。 

   ただし，計画敷地に隣接する地物（道路，河川等）については，当該管轄の土木事

務所等と事前に協議をすることが必要な場合がありますので，一度，土木事務所等に

問合せください。 

 ※ 道路とは，建築基準法第４２条第１項に規定するものをいいます。 

 

Ｑ２ 説明範囲内に田畑，山林や墓地がありますが，土地所有者への説明は必要ですか？ 

Ａ２ 原則，説明は必要です。 

 

Ｑ３ 説明範囲内に月極駐車場がありますが，契約者にも説明する必要がありますか？ 

Ａ３ 契約者は，土地の占有者に該当しますが，近隣住民には含まれませんので，説明の

必要はありません。 

   ただし，隣接地で工事中の影響が出ると思われる場合は，運営会社等から伝えてい

ただくのが望ましいです。 

 

Ｑ４ 地元の町会長や自治会長には，説明が必要ですか？ 

Ａ４ 近隣住民への説明範囲内でなければ，説明対象ではありませんが，近隣関係住民と

のトラブルにならないためにも説明されるのが望ましいです。 

   また，特定共同住宅の場合は，地域自治推進室に地域コミュニティ活性化推進条例

における連絡調整担当者の届出を行い，必要な連絡・調整をしてください。 

   なお，どなたが町会長や自治会長であるかは，個人情報であり，本市で把握してい

るものではありません。 

 

Ｑ５ 敷地が，本市以外の市町村にまたがる場合は，条例の適用範囲はどのように考えま

すか？ 

Ａ５ 敷地の一部が本市域内にある場合は，条例の適用対象です。 

   ただし，近隣住民への説明範囲は，あくまで本市域内のみです。 

 ※ 説明範囲がまたがる場合，他市町村の範囲は説明義務の対象ではないので，説明状

況報告書に記載する必要はありませんが，近隣関係住民とのトラブルにならないため

にも他市町村の範囲の住民にも説明に行かれるのが望ましいです。 
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Ｑ６ 計画説明のために近隣住民の家を訪問したが，留守であった。どのような対応をす

れば良いですか？ 

Ａ６ 日と時間を変更して，少なくとも，３回は訪問してください。 

   また，訪問したことが相手に分かるように，説明資料等をポスティングするように

努めてください。 

   ただし，相手が受け取り拒否の意思表示をされている場合は，その意思を尊重し無

理に行うことを求めるものではありません。 

 

Ｑ７ 近隣住民の範囲にマンションがありますが，どのように説明したら良いですか？  

Ａ７ オートロックが掛かっているところや，直接訪問されるのを好ましく思われないと

ころもありますので，まずは，管理会社又は現地の管理人に計画内容を説明したうえ

で，居住者への説明方法や説明資料等の配布方法等を尋ねていただき，その指示に従

ってください。 

 

Ｑ８ 近隣住民が遠方にお住まいの場合，どのような対応をすれば良いですか？ 

Ａ８ 近隣住民（土地，建物の所有者）が行政区外や本市以外の遠隔地に居住しているな

どの理由で，どうしても対面で説明できない場合は，少なくとも説明資料等を郵送し

てください。 

   郵送後，相手方から申出があれば説明等の対応をしてください。 

   また，可能であれば，資料の郵送前後に相手方に電話で補足説明をしてください。 

 

Ｑ９ 訪問時にどのような内容を説明すれば良いですか？ 

Ａ９ 施行規則第６条に記載されている下記の内容を参照してください。 

  ⑴ 中高層建築物等の規模，構造及び用途 

  ⑵ 中高層建築物等の敷地の形態及び面積 

  ⑶ 敷地内における中高層建築物等の位置及び周辺（規則第４条第１項第４号）の土

地及び建築物の位置 

  ⑷ 中高層建築物等が近隣住民の住居の日照及び通風に及ぼす影響 

  ⑸ 中高層建築物等の工事の予定期間及び工法並びに工事に伴う騒音，振動，粉じん

等の発生の防止又は被害の軽減に必要な措置（条例第８条）の内容 

  ⑹ テレビジョン受信障害（条例第９条）により講じる措置の内容 

  ⑺ ⑸⑹に掲げるもののほか安全で快適な住環境の保全及び形成を図るために配慮す

る事項 

 

Ｑ10 説明時に示す資料は決まっていますか？ 

Ａ10 特に規定で定めていませんが，建築計画の内容が分かる資料として，計画概要書（付

近見取図，配置図，平面図，立面図）及び日影図などがあげられます。 

   また，工事内容が分かる資料も必要に応じて用意してください。 
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Ｑ11 近隣住民への説明を計画説明会で済ませていいですか？ 

Ａ11 近隣住民への説明については，計画説明会に出席されたことで個別説明に代えるこ

とはできますが，欠席された方については，改めて，個別説明を行ってください。 

 ※ 計画説明会を開催された場合は，説明状況報告書とは別にその議事録と参加名簿を

添付してください。 

 

Ｑ12 増築の場合の説明範囲はどのように考えますか？ 

Ａ12 新築の場合と同様に取り扱いますが，外壁からの距離については，増築部分を起点

とします。 

 

Ｑ13 建築計画等に変更があった場合，再度，説明は必要ですか？ 

Ａ13 変更の内容によっては，再度，説明を実施していただく必要があります。 

   窓の位置や大きさの変更など，周辺の住環境に影響を与える変更の場合，近隣関係

住民に十分な説明を行ってください。 

   なお，階数の増加や主な用途の変更等，周辺への影響が大きいと思われる計画変更

の場合は，取扱いが異なる場合もありますので，このような場合は，窓口で御相談く

ださい。 

 

Ｑ14 近隣住民（条例第１２条第１項）への説明状況報告書を提出した後に，周辺住民

（条例第１２条第２項）への説明（説明会）をした際は，改めて，説明状況報告書

の提出が必要ですか？ 

Ａ14 条例第１３条第２項による報告が必要です。 

   説明状況報告書（第５号様式）に添付する報告書類の様式は特に定めていませんが，

説明（説明会）の都度，速やかに，第５号様式と同等の説明会の内容や説明内容が分

かる資料の提出を求めています。（報告日から起算して２０日以上の説明期間を設ける

必要はありません。） 

 

Ｑ15 ポスティングや郵送により説明する際の資料は決まっていますか？  

Ａ15 施行規則第６条に記載されている内容が，容易に分かる資料としてください。 
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４．届出・報告書に関すること（条例第１１条及び第１３条） 

Ｑ１ 標識設置等届の届出者や説明状況報告書の報告者は誰になりますか？ 

Ａ１ 標識設置等届の届出者及び説明状況報告書の報告者はいずれも建築主です。 

 

Ｑ２ 標識設置等届や説明状況報告書に押印は必要ですか？ 

Ａ２ 必要ありません。 

 

Ｑ３ 標識設置等届や説明状況報告書の訂正はどうすればいいのですか？ 

Ａ３ 書類の誤記については，訂正箇所を二重線で抹消し正しい文言等を記載してくださ

い。 

   また，標識の記載事項のうち，計画内容が変更されたことによる修正については，

標識記載事項変更届（第４号様式），標識を修正した後の写真及び変更が分かる図書を

提出してください。 

 ※ 標識の記載事項の誤記については，間違った箇所を消したうえで，正しい数値等を

記載し，あらためて写真を提出してください。 

 

Ｑ４ 書類を提出するのに必要な部数はいくらですか？ 

Ａ４ 本市への提出は１部です。 

※ なお，事業者側で控えが必要な場合は，窓口で副本に受付印を押印し，その場で返

却します。 

 

Ｑ５ 書類の提出者は，代理者で構いませんか？ 

Ａ５ 本市への提出は代理者でも構いませんが，標識設置等届の届出者や説明状況報告書

の報告者は必ず建築主となります。 

   なお，届出書類等の作成及び修正については，行政書士，建築士などの資格が必要

となる場合があります。 

 

Ｑ６ 標識設置等届の設計者の欄に記載するのは代表者名ですか？ 

   それとも確認申請上の設計者名ですか？ 

Ａ６ 設計者が法人の場合は，代表者を記載してください。 

   （例：○○株式会社 代表取締役○○ ○○ （担当：○○）） 
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５．添付書類に関すること（条例第１１条及び第１３条 規則第４条及び第７条） 

Ｑ１ 付近見取図は，グーグル等の住宅地図でも構いませんか？ 

Ａ１ ２５００分の１の縮尺で明瞭なものであれば構いません。 

 ※ ただし，複製等の御利用につきましては，それぞれの地図により，利用条件が異な

りますので御注意ください。 

 

Ｑ２ 施行規則第４条第１項第４号の「中高層建築物等の外壁又はこれに代わる柱の面

からの水平距離が当該中高層建築物等の高さ２倍に相当する距離の範囲内にある土

地及び建築物の位置の状況並びに当該土地の所有者並びに当該建築物の所有者及び

占有者を示す図書」とは何のことですか？ 

Ａ２ 周辺住民（近隣住民を含む。）を含む周辺の状況が分かる図面（敷地境界線から１５

ｍ，建築物の外壁から建築物の高さの距離及びその２倍の距離を表す線を記入し，説

明状況報告書の裏面の番号に対応した番号を記入したもの）及びそれぞれの敷地の所

有者等の一覧表を想定しておりますが，状況によっては一覧表に代わり，住宅地図程

度の氏名等の表記がある地図で代用できることがあります。 

 ※ 周辺住民の範囲を表示する図面 記載する必要がある範囲は， 

   ①建築物の外壁から建築物の高さの２倍に相当する距離の線 

   ②午前９時から午後３時の日影が生じる範囲 

   ③ＴＶ受信の障害が生じるおそれのある範囲 

 

Ｑ３ テレビジョン受信障害調査報告書の添付は必要ですか？ 

                                                     （規則第４条第１項第５号） 

Ａ３ 高さが２０ｍ以下の建築物については，添付は不要です。 

 

Ｑ４ 敷地が商業地域内にあって高さ１７メートルを超える建物を計画している。 

  条例施行規則第９条の日影に関する指導の第１号から第５号のいずれかに該当し，

指導の対象外になる計画ですが，日影図の提出は必要ですか？ 

Ａ４ 条例で定めている指導の対象からは外れますが，中高層建築物に該当しますので，

添付する図書として必要です。（規則第４条第１項第６号参照。） 

 

Ｑ５ 追加書類の提出は，ＦＡＸ又はメールでも良いですか？ 

Ａ５ 本市で内容を確認する分には構いませんが，正式な提出書類としては，印刷又は手

書きされた物が必要です。後日，来庁されるときに提出してください。 
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６．中高層建築物の高さの制限に関する指導 （条例第１４条 規則第９条） 

Ｑ１ 計画敷地が商業地域又は工業地域に存在する場合の日影図はどのように書きます

か？ 

Ａ１ 冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの時刻日影図と５時間の等時刻

日影図を明記してください。（平均地盤面から４ｍの高さの水平面） 

 

 

７．特定共同住宅の建築計画に関する基準（条例第１５条 規則第１０条） 

Ｑ１ ごみ置き場の大きさに決まりはありますか？ （第５号） 

Ａ１ 中高層条例においては，特に基準を設けておりません。ごみ置き場の大きさやごみ

の搬出等については，別途，環境政策局まち美化推進課と協議をお願いします。 

 

Ｑ２ 特定共同住宅の基準のうち，隣地境界線から５０ｃｍ以上空けなければならない

ものは，どのようなものですか？ （第７号） 

Ａ２ 建築物は，原則，対象となり，壁，柱，屋根で囲われた範囲で，片流れ屋根の場合

では，屋内と想定される部分となります。 

   工作物では，周囲に影響を及ぼすおそれの少ないもの以外は，対象となります。 

   対象とならないものとしては，ゴミ置き場の囲い，自転車ラック（２段式を除く。），

花壇などで，目安として高さ１．５ｍ以下のものを考えており，他には電柱等も含ま

れます。 

 

Ｑ３ 共同住宅を計画しているが，ワンルームの規制はありますか？（第８号） 

Ａ３ 住戸数が５０以上の特定共同住宅においては，ワンルームに相当する住戸（専用床

面積が１６㎡以上２５㎡以下）の数を，計画全体の住戸数の半分以下にする必要があ

ります。 

 

Ｑ４ 条例により必要とされる駐車場台数以外の，任意で設置する機械式駐車場について

も前面空地や車路が必要となりますか？（第１０号） 

Ａ４ 一敷地の中で設ける機械式駐車場については，車の出入りに際して道路上での入庫

待ちを防止するとともに，安全性確保の観点から，前面空地や車路を設けてください。 

 

Ｑ５ 「駐車場の出入口に門扉その他これに類する工作物」とは具体的には何を指します

か？ （第１０号） 

Ａ５ チェーンゲート，シャッターはこれに該当しますので，敷地内で自動車が待機する

ための前面空地・車路を確保することを求めます。 

ただし，景観法に基づく修景のために設置する門・扉は除きます。 

 

Ｑ６ 前面道路に対し直角に駐車する（串刺し駐車場）は，計画可能ですか？（第１０号） 

Ａ６ 駐車する過程で一時的に，路上で停止するなど周辺道路への影響があるので， 

  少数（１，２台程度）の場合を除き，望ましくはありません。 
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Ｑ７ 管理人室の大きさに決まりはありますか？ 

Ａ７ 特に基準は設けておりませんが，管理に関する事務が行えるスペースを確保してく

ださい。 

 

Ｑ８ 管理人室がオートロックの内側にあるため，外側にいる来客者が管理人と話ができ

ないような場合，どうすればいいですか？ 

Ａ８ 原則，オートロックの外の方と対面で応対できる窓が必要ですが，どうしても難し

い場合は，モニター付きインターホンをオートロックの外側に設置し，管理人が来客

者と応対できるようにしてください。 

 

Ｑ９ 住戸の専用床面積にはメーターボックスの面積も含みますか？ 

Ａ９ メーターボックスの面積は含みません。 
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８．特定共同住宅の管理に関する基準（条例第１５条 規則第１１条） 

Ｑ１ 集会室は，エントランスホールと兼ねることはできますか？ 

Ａ１ 部屋として独立することが望ましいですが，エントランスホール等と兼ねる場合は，

間仕切り等で通路部分と区画を明確にし，３０㎡を確保してください。 

 

Ｑ２ 「主たる出入口の近く」とは，具体的にはどこを表しますか？ 

Ａ２ 近隣関係住民と容易にコミュニケーションがとれるように，風除室や玄関ポーチな

どで，オートロック式の玄関ドアがある場合には，外部からの出入りができるところ

を表します。 

   ただし，管理計画上難しい場合は，御相談ください。 

 

Ｑ３ 管理規約書の提出は必要ですか？ 

Ａ３ 手続きに必要となる書類ではありませんが，ごみ出しの方法，路上駐車，その他近

隣に迷惑を掛ける行為を行わないことが記載されているか確認させていただく場合が

あります。 
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９．特定共同住宅の自動車等の駐車場の設置に関する基準（条例第１５条 規則第１２条） 

（１）自転車駐車場の設置について           （規則第１２条第１項第１号） 

Ｑ１ 自転車駐車場のサイズは，決まっていますか？  

Ａ１ 1台当たり 0.6m×1.9mを目安にしてください。 

 

Ｑ２ 駐輪場はラック式でも良いですか？  

Ａ２ 構いません。ただし，操作音など周辺等への影響については，配慮してください。 

 

（２）公共交通機関の利便性の高い地区における「居住者用駐車場」 

                           （規則第１２条第１項第２号） 

Ｑ１ 公共交通機関の利便性の高い地区とは，どのような範囲ですか？  

Ａ１ 

 

「市バス循環系統路線内」 

   右のイメージ図にあるように，「北大

路通・西大路通・九条通・東大路通の各

沿道（北端，西端，南端，東端）から，

外側２５メートルのラインに囲まれた

地区」です。 

 

 

 

 

 

 

「鉄道駅周辺地区」 

   右のイメージ図にあるように，「鉄

道駅の改札口から，半径５００メー

トルの円に含まれる範囲」です。 

   鉄道駅は京都市外の最寄駅も含み

ます。ただし，年間を通じて運行し

ていないものを除きます。 

（※  は，各鉄道駅から５００ｍの範

囲を示します。） 

 

 ※ 地下鉄等の地下にある改札口で場

所が分かりにくいものは，地図アプ

リ等で駅舎の形状が分かるものでは，

その中心を始点とします。 

 

 

北大路通 

九条通 

西
大
路
通 

今出川

通 
丸太町通 

御池通 

四条通 

千
本
通 

五条通 

七条通 

八 条

通 

河
原
町

通 

東
大
路

通 

烏
丸
通 

イメージ図 

イメージ図 
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Ｑ２ 公共交通機関の利便性の高い地区のうち鉄道駅周辺地区とはどのような範囲です

か？  

Ａ２ 「市バス循環系統路線内」とは，地

区指定された範囲に，敷地の過半が含

まれる場合です。 

 

   「鉄道駅周辺地区」とは，鉄道駅の

改札口（改札口がない駅にあっては，

乗降場の出入口）から５００mの範囲

に敷地の一部が含まれる場合です。 

   標識設置等届を提出する際には，敷

地が公共交通機関の利便性の高い地

区に該当することが確認できる付近

見取図を添付してください。 

 

 

 

 

 

 

Ａ３ ＪＲや地下鉄などの鉄道であれば，より敷地に近い方の改札口付近，改札口のない

路面電車の駅であれば，乗降場の出入口付近を指します。 

 ※ 地下鉄においても敷地に近い方の改札口ですが，正確な位置が分からない場合は住

宅地図等に表記されている駅舎部分の中心とします。 

 

 

Ｑ３ 鉄道駅の改札口及び乗降場の出入口とは，どの部分を指すのですか？  

鉄道駅 

計画敷地 

５００ｍ 改札口 
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（３）「サービス駐車場」と「来客用駐車場」（規則第１２条第１項第３号，第４号） 

Ｑ１ 「サービス駐車場」と「来客用駐車場」との違いは何ですか？  

Ａ１ 「サービス駐車場」は，共同住宅では特に必要性が高いと想定される郵便配達，宅

配車両，引っ越し用車両や老人福祉施設の送迎用等の業務車両の一時停車のための利

用を想定したものです。 

   「来客用駐車場」の内１台以上を「サービス駐車場」と位置付け，機能を明確にす

ることで，更に共同住宅周辺の路上駐車の防止に寄与するものです。 

 

Ｑ２ 「サービス駐車場」については，どれくらいのスペースを確保したらいいですか？

また，配置等に要件はありますか？  

Ａ２ 

○ サービス駐車場のスペース 

 ・ 住戸が３０以下の場合 普通自動車が停車できる大きさ（幅２．３ｍ以上×奥行５．

０ｍ以上）  ※ 来客用駐車場の大きさと同じ 

 ・ 住戸が３０を超え，来客用駐車場を別途設ける場合 軽自動車が停車できる大きさ 

  （幅２．０ｍ以上×奥行３．６ｍ以上） 

○ 配置や表示について 

 ・ 配達や送迎の用に供するため，なるべくエントランス付近への設置やチェーンゲー

ト等がある場合は，その外側に設置するなど，機能上使用しやすい配置にしてくださ

い。また，施設管理者の目の届きやすい，管理しやすい場所に設けてください。 

 ・ 業務車両が使用しやすいように，分かりやすい標識や表示を設置してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽自動車が停車できるスペース 

(来客用と兼用の場合は普通車の大きさ) 

エントランス付近に設置 

分かりやすい標識や表示 

例) 

郵便配達車両，宅配車両，

福祉施設送迎用車両

など 

サービス駐車場 
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Ａ３ 「サービス駐車場」は，駐車場として設ける必要がありますので，前面空地や車路

と兼ねることはできません。 

 

Ａ４ 駐車場に車がある状況で，避難経路を想定する必要があるので兼ねることはできま

せん。 

 

Ｑ５ 来客用駐車場の区画を通路と兼用することはできますか？ 

Ａ５ できません。来客用駐車場も，駐車専用のスペースとしてください。 

 

 

（４）居住者用駐車場の敷地外設置について（規則第１２条第２項） 

Ａ１ 

  ア．公共交通機関の利便性の高い地区内で用途地域が近隣商業地域・商業地域の場合，

敷地内における駐車場の設置や利用が困難な場合を除き，敷地外の設置は認められ

ません。 

 

  イ．公共交通機関の利便性の高い地区以外の近隣商業地域・商業地域に敷地が過半で

ある場合については，これまでどおり，敷地外の設置は可能ですが，以下のことが

確認できる資料※を提出していただく必要があります。 

   ① 敷地外の位置については，計画敷地を中心に概ね５００メートル圏内（徒歩５，

６分の距離）に設置すること。 

   ② その敷地を確保する時期は，計画建物が完成する時点から確保されていること。 

※ 

   ・ その敷地を確保したことが，確認できる書類として，確保場所を示す図書，

登記簿謄本又は賃貸借契約書の写しが該当します。 

   ・ これらの書類を計画時に提出できない場合は，あらかじめ誓約書を提出の上，

計画建築物が完成するまでにこれらの書類を提出してください。 

   ・ 契約書等を取得される前に，事前に御相談ください。 

 

Ｑ３ 「サービス駐車場」と機械式駐車場等の前面空地や車路とを兼ねることはできま

すか？ 

Ｑ４ 建基法施行令１２８条の避難経路と駐車場スペースは兼ねることができるか？ 

Ｑ１ 居住者用駐車場の設置について，一部の台数を敷地外に設置することは出来ま    

すか？  
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（５）「居住者用自動車駐車場」から自動二輪車，自転車駐車場への振替 

（規則第１２条第３項） 

Ｑ１ 規則第１２条第３項の内容はどういうことですか？ 

Ａ１ 居住者用駐車場を自動二輪車，原動機付き自転車及び自転車駐車場に一定の割合で

振り替えることができるということです。 

 ○ 自動二輪車用駐車場（原動機付自転車を含む。）へ振り替える場合 

  自動車 1台に対して，概ね 250ccのバイクが 4台分駐車できるスペースに換算します。 

    ※ 250ccバイク 1台当たりのスペースは概ね 2.8㎡（1.2ｍ×2.3ｍ） 

 ○ 自転車用駐車場へ振り替える場合 

  自動車 1台に対して，概ねシティサイクルが 10台分駐車できるスペースに換算します。 

    ※ シティサイクル 1台当たりのスペースは概ね 1.14㎡（0.6ｍ×1.9ｍ） 

 ○ カーシェアリング用駐車場とする場合 

  自動車 1台に対して，普通自動車 1台が駐車できるスペースに換算します。 

    ※ 普通自動車 1台当たりのスペースは概ね 11.5㎡（2.3ｍ×5.0ｍ） 

 

振替可能な居住者用駐車場台数は，以下の計算式により算定します。この式により

算定された数値（端数切り捨て）が振り替えできる居住者用駐車場台数となります。 

また，カーシェアリング用駐車場は，居住者用駐車場と同等に見ることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２ 敷地外に設置した居住者用駐車場を自動二輪車，自転車，カーシェアリング用駐

車場に振り替えることは可能ですか？  

Ａ２ 敷地外に設置した居住者用駐車場を，敷地外に設ける自動二輪車等の駐車場に振り

替えることはできません。 

 

（バイク） 

（換算台数） （換算台数） 

敷地内で駐車させること

ができる自動二輪

車 

敷地内で駐車させることが 

できる自転車（戸数分を除く。） 

(カーシェアリング用駐車場) 

Car 

Sh

are 

振替可能な 

居住者用駐車場台数 

１０ ４ 

（例） 

１台振替可能となる。 

（端数は切り捨て） 

＋ 
４ 

３ 

１０ 

５ 
＝１．２５ 

（自転車） 
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Ｑ３ 電動バイクや原動機付自転車を自動二輪車用駐車場に駐車すると計画しても良い

ですか？  

Ａ３ 可能ですが，大きさとしては，一台当たり 250cc の自動二輪車が駐車できる大きさ

（1.2ｍ×2.3ｍ）以上を確保してください。 

 

（６）「にぎわい用途」を設ける場合の来客用駐車場の免除について（規則第１２条第４項） 

Ｑ１ 来客用駐車場が免除される場合の「にぎわい用途」とは何ですか？ 

  「にぎわい用途」を配置する時の要件はありますか？  

Ａ１ 共同住宅（これに付属する施設を含む。），自動車車庫その他の専ら自動車，自動二

輪車，原動機付自転車又は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導経路，操車場及

び乗降場を含む。）及び倉庫その他これに類するもの以外の用途であり，飲食店，物販

店舗等を想定しています。 

配置については，なるべく道路に面して計画してください。 

   条例等（職住共存条例，御池通沿道条例）によりにぎわい用途の設置を求められて

いる場合は，それに加えて駐車場１台相当１５㎡以上のにぎわい用途の設置をしてく

ださい。 

 

 

(にぎわい用途設置イメージ図) 

○ ○ 堂 
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（７）「居住者用駐車場」，「サービス駐車場」及び「来客用駐車場」の敷地内設置の免除 

（規則第１２条第５項） 

Ｑ１ にぎわい用途の誘導や交通規制等の理由によって，敷地内に駐車場を設けること

が困難な敷地とは，どのような場合が想定されますか？  

Ａ１ 下記（１）～（４）のいずれかに該当する場合を想定しています。 

    敷地内設置の免除の適用については，まず御相談ください。 

（１） 敷地が接している道路の全てが，歩道を介しており，車両の出入りに必要な歩道

の切下げ等が道路管理者（土木事務所等）の事情でできない場合 

（２） 敷地が接している道路の全てが，歩行者専用道路若しくは交通規制が設けられる

などの理由により，日中の大部分において車両の通行ができない場合 

（３） 御池通沿道特別商業地区内の敷地において御池通にしか接道しておらず，道路に

面している部分に，当該地区内の規定に基づき，制限している用途以外の用途（特

定用途）を設置する際，交通安全上の理由等により，敷地への自動車による乗入れ

が望ましくないと市長が認める場合 

（４） 上記以外で，敷地の状況その他の事情により，敷地への自動車による乗入れが困

難若しくは交通安全上の理由等により当該敷地において駐車場の設置や利用が望

ましくないと市長が認める場合 

    ただし，この場合は敷地外に居住者用駐車場等を設けるようにしてください。 

 

Ｑ２ 敷地の前に，バス停があり，車が入れないので，自動車による乗入れの困難性を認

めてもらえますか？ 

Ａ２ バス停の位置によっては，必ずしも困難性が認められるわけではありません。 

一度，御相談ください。 

※ 同様なものとして電柱や花壇等があげられます。 

 

Ｑ３ 規則第１２条第５項により，来客用駐車場や居住者用駐車場を敷地外に設置する場

合は，どのような要件が必要ですか？ 

Ａ３ ① 敷地外の位置については，計画敷地を中心に概ね５００メートル圏内（徒歩５，

６分の距離）に設置すること。 

   ② その敷地を確保する時期については，計画建物が完成する時点から確保するこ

と。 

   ③ 敷地を確保したことが，確認できる書類※の提出が必要となります。 

    （確保場所を示す図書，登記簿謄本又は賃貸借契約書の写し） 

  ※ これらの書類を計画時に提出できない場合は，あらかじめ誓約書を提出の上，計

画建築物が完成するまでにこれらの書類を提出してください。 
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（８）その他 駐車場に関すること 

Ｑ１ 特定共同住宅に設ける駐車場で，コインパーキングは導入できますか？ 

Ａ１ コインパーキングは，主に地域外から自動車で来る不特定多数の人を対象とした時

間貸の駐車場であるため，特定共同住宅の居住者や利用者だけを対象とした駐車場で

はなくなり，本来利用すべき方が利用するときに，空きがなく駐車出来ない場合が発

生することがあります。 

   中高層条例の趣旨では，駐車場の設置は周辺道路への違法駐車を未然に防ぐことを

目的としていることから，上記の駐車場等をコインパーキングとすることは，条例の

趣旨と異なるため御遠慮ください。 

 

Ｑ２ ホテルを計画しているが，駐車場の設置基準はありますか？ 

Ａ２ 中高層条例においては，ホテル用途に関する駐車場の設置基準はありません。 

（※ 特定共同住宅以外の用途については，駐車場法等がかかる場合がありますので，都

市計画課へお問合せください。） 

 

Ｑ３ サービス付き高齢者向け住宅を計画しているが，特定共同住宅の指導を受けます

か？ 

Ａ３ サービス付き高齢者向け住宅で，一定の要件を満たしているものについては，特定

共同住宅の基準のうち，施行規則第１０条～第１２条は適用しません。 

 


